
P O L I C I E S  &  P R O C E D U R E S

規 約 と 規 定



2

1. はじめに
このカイアニの規約と規定は、カイアニインディペンデントビジネス
パートナー（以下、「ビジネスパートナー」）としてのあなたの権利を
定めるものである。あなたは、本規約と規定の内容をよく理解し、本
規約と規定に関して質問が生じた場合は、カイアニのカスタマーサー
ビスのスタッフが窓口となる。

a. ビジネスパートナー契約の一部となる
規約および報酬プラン

本規約と規定は、現在の内容およびカイアニ社またはカイアニ社の関
連会社（以下、総称的に「カイアニ」または「当社」という）が適宜行う
変更も含め、カイアニビジネスパートナー契約（以下、「ビジネスパー
トナー契約」）で言及される。本規約と規定がビジネスパートナー契約
において特に言及され、それに組み込まれる場合、本規約と規定は、
正式にビジネスパートナー契約の一部となる。

本規約と規定がビジネスパートナー契約に特別に組み込まれない場合
であっても、本規約と規定は、ビジネスパートナー契約の条件に関す
るカイアニの公式な立場を示すものであり、本規約と規定に対する違
反は、ビジネスパートナー契約に基づくビジネスパートナーの義務違
反となる可能性があり、その場合、ビジネスパートナーは、契約の解
除条項に服することになる。以下、「本契約」とは、総称的に、本申請
および本契約、本規約と規定、カイアニグローバル報酬プラン（以下、

「グローバル報酬プラン」）、ならびにカイアニ事業法人申請（該当する
場合のみ）で明示される、カイアニとビジネスパートナー間の相互の
義務をいう。

本規約と規定の最新版を理解し、これを順守することは、各ビジネス
パートナーの義務である。新規のビジネスパートナーのスポンサーと
なる場合、スポンサーとなるビジネスパートナーは、新規のビジネス
パートナー候補者が継続的な義務について理解するのを支援するもの
とする。

b. 本規約と規定の目的
カイアニは、革新的な製品を生産し、ビジネスパートナーを通して本
製品を販売する。カイアニは、マーケティング資料の提供、会社のブ
ランド価値の開発およびビジネスパートナー報酬システムに対し大き
な投資を行う。ただし、当社の成功およびビジネスパートナーの成功
は、究極的には製品を販売する個々の男性および女性の健全性に依存
している。ビジネスパートナーは独立の事業体であり、ビジネスパー
トナーには、営業活動の実施および仕事の時間と方法の決定において、
広い選択の自由がある。このような独立性を認める一方で、カイアニ
は、自己の知的財産権の保護、不適切な製品説明の回避、およびビジ
ネスモデルの健全性の維持につき、契約上の権利を留保する。
本規約と規定は、これらの達成を目的とした内容となっている。あな
たが業務の基準の多くについて熟知していない場合があるので、本契
約を読み、それに従うことが極めて重要である。いずれかの規約また
は規則に関して疑問点がある場合、躊躇せずにあなたの上位者または
カイアニに問い合わせることが大切である。

C. ビジネスパートナー契約に対する変更
カイアニは、その単独かつ完全な裁量により、ビジネスパートナー契約
を変更することができる。ビジネスパートナー契約に署名することに
より、ビジネスパートナーは、カイアニが決定するすべての変更または

修正に従うことに同意する。変更は、発行されたカイアニ資料または
バックオフィスにおける変更通知の公表により有効となる。当社は、
次の方法のうち1つ以上の方法により、すべてのビジネスパートナーが
変更後の条項の完全版を利用できる状態にする。 （1）会社の公式ウェ
ブサイトへの掲載、（2）電子メール（Eメール）、（3）当社の定期刊行物
への掲載、（4）製品注文書への掲載、または、（5）特別な郵送。ビジネ
スパートナーがカイアニビジネスを継続するか、ビジネスパートナー
のボーナスまたは報酬を受領した場合、すべての変更の承諾となる。

d. 遅延
カイアニは、自己の支配を超える状況により履行が商業的にみて実行
不可能となった場合の義務の遅延または不履行に対し、責任を負わな
いものとする。これは、ストライキ、労働問題、暴動、戦争、火災、死
亡、自然災害、供給品不足または政府の法令、判断または命令を含むが、
これに限定されるものではない。

e. 規約と規定および条項の可分性
本契約の条項の1つが、現在の内容または今後の変更を含め、管轄裁
判所により、いずれかの理由で無効または執行不能と判断された場合、
問題となる条項の無効な部分のみが分離され、残存する条件は有効に
存続し、その無効部分の影響を受けない。

f. 放棄
カイアニは、本契約およびビジネスパートナーの行為に該当する法律
の順守を要求し、執行する権利を決して放棄しない。本契約に基づく
権利または権限の行使、またはビジネスパートナーに対する本契約の
義務または条項の厳格な順守の要求につき、カイアニに遅延または不
履行があった場合においても、本契約の正確な順守を要求するカイア
ニの権利の放棄とはならない。カイアニによる放棄は、当社の正当な
権限を有する役員による書面でのみ、効力を発生させることができる。
ビジネスパートナーの特定の違反についてのカイアニの放棄、または
ビジネスパートナー契約または本規約と規定の特定の条項についての
カイアニの放棄は、それ以降の違反に関するカイアニの権利に影響を
及ぼさず、他のビジネスパートナーの権利または義務にいかなる形で
も影響を及ぼさない。ビジネスパートナーの違反に起因する権利を行
使する際のカイアニの遅延または不作為は、継続的な放棄であるとみ
なされず、この違反またはそれ以降の違反に関するカイアニの権利に
影響を及ぼさず、それに不利益を与えることもない。
ビジネスパートナーからのカイアニに対する請求または訴訟原因が存
在するとしても、本契約または本規約と規定の条件または条項につい
てのカイアニによる執行に対する防御とはならない。

2. ビジネスパートナーとしての参加
a. ビジネスパートナーになるための必要条件
カイアニビジネスパートナーになるためには、各候補者は、次の条件
を満たす必要がある。
1. カイアニビジネスパートナー資格取得申請書（以下、「資格取得申

請書」）の提出日時点で20歳以上となっており、契約締結に必要な
他の法的要件のすべてを満たしている。

2. 当社が適宜求める身元および居住場所に関する真正かつ正確な情
報を提供する。

3. カイアニに対し（電子的または物理的な方法で）適切に記載した資
格取得申請書および契約書を提出するか、すべての情報を提供する。
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4. ビジネスパートナーは定められた特定負担を支払う。
5. 本人確認ができる運転免許証やパスポート、もしくは保険証等の

公的本人確認書のコピーを提出する。

当社は、新規のビジネスパートナーの申請または更新のための申請を
却下する権利を留保し、その単独かつ完全な裁量により当該却下を行
うことができる。

b. 新規のビジネスパートナーの登録
新規のビジネスパートナーは、カイアニの公式ウェブサイトまたはス
ポンサーが複製したカイアニウェブサイトにおいて、オンラインでの
サポートを得る必要がある。

c. ビジネスパートナーの特典
カイアニによって資格取得申請書および契約書が受理された時に、ビ
ジネスパートナーは、グローバル報酬プランに参加する資格を得る。
あなたの居住する地域の法律および当社の規約によって認められる範
囲内で、ビジネスパートナーが受ける特典は、次の権利を含む。
1. カイアニ製品のビジネスパートナー価格での購入
2. グローバル報酬プランに定められた該当する報酬およびボーナス

の受給
3. プロモーション、インセンティブプログラムその他カイアニが適宜

発表する企画への参加
4. 他の人物をカイアニビジネスのカスタマーまたはビジネスパート

ナーとして登録するか、そのスポンサーとなること
5. 定期的なカイアニ刊行物その他カイアニの連絡を受けること
6. 該当する場合、適切な費用を支払って、カイアニが提供するサポー

ト、サービス訓練、自己啓発および表彰式典に参加すること

d. 契約期間
ビジネスパートナー契約の期間は、カイアニによる承認日に開始し、
それ以降は本契約またはビジネスパートナー契約に定める方法による
解約があるまで存続する。

3.  カイアニビジネスの実施
a. グローバル報酬プランの順守
ビジネスパートナーは、公式なカイアニの印刷物に具体的に記載され
たもの以外のシステム、プログラムもしくは販売方法により、または
それらを組み合わせた方法により、カイアニの営業活動を提供して
はならず、カイアニの公式な方法の排他的な利用からいかなる方法に
よっても逸脱してはならない。ビジネスパートナーは、公式なカイア
ニの印刷物に記載されたプログラムから逸脱する方法により、カイア
ニへの参加を要請または奨励しないものとする。同様に、ビジネスパー
トナーは、公式なカイアニの印刷物で奨励または要請が特定されてい
る購入または支払いを除き、グローバル報酬プランに参加する目的の
ために、いかなる個人または法人との間でも、一切の購入または支払
いを行ってはならない。

b. 広告一般
すべてのビジネスパートナーは、カイアニおよびその製品の良い評判
を保護および促進するものとする。カイアニの営業活動、グローバル
報酬プランおよびカイアニ製品のマーケティングおよびプロモーショ
ンは、公共の利益と一致するものであるものとし、無礼、詐欺的、虚偽

的、非倫理的または不道徳である行為または慣行を回避しなければな
らない。

c. ランクの識別
印刷媒体または電子的媒体を問わず、すべてのビジネスパートナーの
マーケティング資料は、カイアニが授与し現在公表されているランク
に従ったビジネスパートナーランクを明確かつ正確に示していなけれ
ばならない。虚偽であるか、承認されていないランクまたは役職の使
用は、ビジネスパートナー契約および本規約と規定の違反となる。例
えば、ダイアモンドは、現在使用できるランク名称である。しかしな
がらダイアモンドRVPまたはダイアモンドマネージャー等は、カイア
ニが認識または授与していない追加的な名称を不適切に含んでいるの
で、容認されない。

d. ビジネスの評判
製品およびカイアニが提供する多くの機会を宣伝するため、ビジネス
パートナーは、カイアニによる販売補助資料およびサポート資料を使
用しなければならない。代替的方法として、ビジネスパートナーは、
ビジネスパートナーが国および現地の法律の膨大かつ複雑な法的要
件に従う目的においては、カイアニから書面による同意および承認を
取得して、自分自身の販売補助資料およびサポート資料を作成するこ
とができる。本規約（不正なインターネット広告を含む）の違反は、本
契約の重大な違反となるだけでなく、すべてのビジネスパートナーに
とってのカイアニでの機会を害することになる。

e. ビジネスパートナーミーティング
ビジネスパートナーは、カイアニ以外の会社の製品またはサービスの
プロモーション、または宗教的、社会的または共済的な組織またはグ
ループのプロモーションを目的として、ミーティングを開催してはな
らず、またカイアニ施設を使用してはならない。ビジネスパートナー
ミーティングにおけるすべてのプレゼンテーションは、現地の法令に
適合し、その内容は、ビジネスパートナーミーティングが開催される
国のために公式に発行されたカイアニマーケティング資料と一致する
ものとする。

f. スパム送信および一方的な大量送信
本節に定める場合を除き、ビジネスパートナーは、自己のカイアニビ
ジネスの実施と関連して、一方的なファックス、大量の電子メール配
信、一方的な電子メールまたは「スパム送信」を利用または送信しては
ならない。「一方的なファックス」および「一方的な電子メール」とは、
カイアニ、その製品、そのグローバル報酬プランその他当社に関する
内容を宣伝または広告する資料または情報を、個人宛に送信される電
話、ファックスまたは電子的メールを経由した通信をいう。ただし、（a）
事前に明確な勧誘または承諾をした受信者、または（b）ビジネスパー
トナーと確立したビジネス関係または個人的関係を有する受信者、に
宛てたファックスまたは電子メールを含まない。「確立したビジネス
関係または個人的関係」とは、ビジネスパートナーとその者の間の自
発的かつ双方向の連絡を通じて形成された、（a） 当該ビジネスパート
ナーが提供する製品に関するその者の問合せ、申込み、購入または取
引、または（b） いずれの当事者によっても終了されていない個人的ま
たは家族的な関係、を基礎とする以前または現在の関係をいう。

g. テレマーケティング
現地の法律によってより具体的に制限される場合を除き、ビジネス
パートナーは、自己のカイアニビジネスの実施と関連して、テレマー
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ケティングを利用してはならない。「テレマーケティング」とは、カイ
アニ製品の購入の勧誘またはカイアニの営業活動のための募集を目
的として、個人または法人に対し、単数または複数の電話をかけるこ
とをいう。カイアニ製品またはカイアニの営業活動を宣伝するため
に潜在的な顧客またはビジネスパートナー（「以下、プロスペクト」）
に対してかけられる「勧誘電話」は、テレマーケティングとなり、禁
止される。
前記にかかわらず、ビジネスパートナーは、次の制限的な状況下で、
プロスペクトに対し、電話をかけることができる。
1. ビジネスパートナーがプロスペクトと確立したビジネス関係を有

している場合。「確立したビジネス関係」とは、次の事項に基づく
ビジネスパートナーとプロスペクトの関係である。

2. プロスペクトの製品またはサービスの購入を勧誘する電話の日付
前18カ月以内のプロスペクトによるビジネスパートナーからの製
品またはサービスの購入、レンタルまたはリース。

3. 当該電話の日付前18カ月以内のプロスペクトとビジネスパート
ナー間の金融取引。

4. 当該電話の日付前3カ月以内の、ビジネスパートナーが提供した製
品またはサービスに関するプロスペクトの個人的な問合せまたは
申込み。

5. ビジネスパートナーからの電話を承諾するプロスペクトからの署
名付き承諾書をビジネスパートナーが受領した場合。この承諾で
は、ビジネスパートナーが電話することができる電話番号を指定
しなければならない。

6. ビジネスパートナーは、家族、個人的な友人および知人に電話をす
ることができる。「知人」とは、ビジネスパートナーが、最近少な
くとも直接的な関係（例、ビジネスパートナーが最近個人的に会っ
た等）を持った人物をいう。ただし、ビジネスパートナーが、出会っ
た人々から習慣的に「名刺集め」をして電話をかけている場合、現
地の法律によりテレマーケティングの禁止形態とみなされる場合
があるので注意する。よって、ビジネスパートナーが「知人」に電
話をする場合でも、ビジネスパートナーは間隔を置いて電話する
必要があり、日常的に電話してはならない。

さらに、ビジネスパートナーは、自己のカイアニビジネスの実施と関
連して、自動電話ダイヤルシステムを使用しないものとする。「自動
電話ダイヤルシステム」とは、 （a）無作為または連続の番号を作る装置
を用いて、かける電話番号を保存または作成し、かつ（b）当該番号に
電話をかけるという能力を有する装置を意味する。

h. ビジネスパートナーのウェブサイト
本節および下記第（i）節に定める場合を除き、ビジネスパートナーが自
己のカイアニビジネスを宣伝するためにインターネットのウェブペー
ジまたはウェブサイトを利用することを希望する場合でも、ビジネス
パートナーは、カイアニの名称、ロゴまたは製品説明を使用するか、そ
の他の方法により（直接的または間接的に）カイアニ製品またはカイア
ニの営業活動を宣伝するウェブページを独自にデザインしてはならな
い。ビジネスパートナーのウェブサイトのすべての画像は、当該ビジ
ネスパートナーが居住する国のための公式ダウンロードセクションか
ら取得するものとし、ビジネスパートナーのサイトでは、ビジネスパー
トナーの氏名、連絡先が容易に確認できるようにし、かつ「カイアニ
インディペンデントビジネスパートナー」という表示を掲載する。
宣伝用ウェブを含むインターネット関連の国および現地の法律は、複
雑である。ビジネスパートナーによる法律違反により、カイアニが規
制当局の強制措置の対象になる可能性が生じ、当社およびすべてのビ

ジネスパートナーのビジネスを害する事態となる。
したがって、カイアニは、すべてのビジネスパートナーが、当社が独
自に作成するウェブサイトを利用することを強く奨励する。これらの
ウェブサイトは、法律の該当領域の順守を確認してカイアニが開発お
よび維持するものである。
カイアニは、特定の条件が満たされる場合、ビジネスパートナーが自
分自身のウェブサイトを開発することを認める。この条件とは、次の
ものである。
1. ビジネスパートナーは、自己のウェブサイトの創設の前に、イン

ディペンデントウェブサイトの承認請求書を提出しなければなら
ない。承認請求書は、コンプライアンス部に送付するものとする。
インディペンデントウェブサイトの承認は、カイアニの単独かつ
完全な裁量により付与される。

2. さらに、ビジネスパートナーは、自己のインディペンデントウェブ
サイトのために必要な法律的な検討のための費用を支払うものと
する。

カイアニが提案されたインディペンデントウェブサイトは適切でない
との結論を出した場合、カイアニはビジネスパートナーに対し、当該
サイトには修正が必要であり、その修正が完了するまで承認が留保さ
れるということを通知する。いずれのビジネスパートナーも、カイア
ニから書面による承認を受けるまで、自己のインディペンデントウェ
ブサイトを公開してはならない。
次の定めに従うほか、いかなる変更または修正も、承認されたウェブ
サイトに加えてはならない。
ビジネスパートナーが以前承認されたインディペンデントウェブサイ
トの変更を希望する者は、インディペンデントウェブサイトの変更請
求書および10,000円（税込）の変更手数料を提出・提供しなければな
らない。変更請求書では、ビジネスパートナーが希望するすべての変
更または追加を具体的に示すものとする。カイアニから書面による承
認を受けるまで、変更をウェブサイトで公開してはならない。

i. ビジネスパートナーのウェブサイトおよび
オンライン販売

ビジネスパートナーは、カイアニ社のコーポレートオフィスの承認を
得た場合のみ、ビジネスパートナーのウェブサイトを通したオンライ
ン販売を実施することができる。当該承認を付与されたビジネスパー
トナーは、次の制限を厳格に順守するものとする。
1. 製品を、現在の公表卸売（ビジネスパートナー）価格より安く販売

してはならない。
2. ビジネスパートナーは、eBay、アマゾンまたは類似のオンライン

ビジネスパートナーなどのオンラインサイトとリンクしてはなら
ない。　

3. ビジネスパートナーは、カイアニが公式に営業を開始していない
国で、製品を提供してはならず、営業を行う国の選択は、カイアニ
の単独かつ完全な裁量に基づく。

4. ビジネスパートナーは、バックオフィスのダウンロードセクショ
ンで特定される承認済会社画像および素材を使用しなければなら
ない。

5. ビジネスパートナーは、カイアニの書面による事前の承諾がなけ
れば、他の製品をカイアニ製品と別個に、またはそれと合わせて販
売してはならない。

6. ウェブサイトのURLには「kyanidist」か「kyaniteam」と各会員
の一意の文字列が一緒に含まれている必要がある。カイアニの書
面による事前の許可がなければ、URLに製品名称、国、市場また
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は地域を含めてはならない。例えば、www.wellnesskyanidist.
com か www.healthykyaniteam.comというURLは、容認され
る。www.kyanigermany.com というURLは、容認されない。

7. カイアニは、自己の単独かつ完全な裁量により、提案されたビジネ
スパートナーのウェブサイトを受理、却下、承認または撤回する権
利を留保する。

j. ドメイン名および電子メールアドレス
ビジネスパートナーは、インターネットのドメイン名として、カイア
ニの商号、商標、サービスネーム、サービスマーク、製品名、当社社名
またはそれらの派生物のいずれも使用してはならず、その登録を試み
てはならない。さらに、ビジネスパートナーは、電子メールアドレスに、
カイアニの商号、商標、サービスネーム、サービスマーク、製品名、当
社社名またはそれらの派生物のいずれも組み込んではならず、組み込
むことを試みてはならない。
1. カ イ ア ニ（Kyäni） の 名 称 を 使 用 す る 電 子 メ ー ル ア ド レ ス に

は、すべて「カイアニディスト（Kyänidist）か カイアニチーム
（Kyäniteam）」および他の識別子を含めなければならない。例え
ば、johndoe.Kyänidist@gmail.com か johndoe.kyäniteam.
com は容認される。

2. Eメールの最後に署名欄で上記1.の内容を踏まえたEメールアドレ
スを載せる場合は必ず「カイアニ会員」等、会員であることを示す
署名をすること。

k. ソーシャルメディアアカウント
カイアニをソーシャルメディアで使用する場合、カイアニ（Kyäni）
を含むユーザー名は、その中で「カイアニディスト（Kyänidist）かカ
イアニチーム （Kyäniteam）」を含めなければならない。他のいかな
るバリエーションも、容認されない。ユーザー名は、その中にカイア
ニ（Kyäni）（単独で使用する場合）または「サンライズ（Sunrise）」、

「サンセット（Sunset）」、「ペイゲイトアキュムレーター（PayGate 
Accumulator）」等のカイアニの特定の製品名もしくは商号を含んで
はならない。カイアニ製品に関連してソーシャルメディアアカウント
に投稿されるすべての画像は、バックオフィスから取得した公式に承
認されたカイアニ画像および素材でなければならない。

l. 名刺
すべての名刺には、ビジネスパートナーのロゴを含めなければならな
い。ビジネスパートナーは、合理的にみて名刺を受け取る人が、ビジ
ネスパートナーはカイアニの従業員である、という考えを抱かせるよ
うな表現または内容を名刺上で示してはならない。ビジネスパート
ナーが名刺上で自己のランクを表示する場合、このランクの名称は正
確でなければならない。

m. 商標および著作権
カイアニは、事前の書面による許可がなければ、ビジネスパートナー
を含むいかなる者に対しても、カイアニの商号、商標、意匠または記
号の使用を認めない。ビジネスパートナーは、カイアニからの書面に
よる許可なしで、録音された会社のイベントおよびスピーチにつき、
販売または頒布のための製作行為を行ってはならず、ビジネスパート
ナーは、会社が作成したオーディオまたはビデオテープのプレゼン
テーションの記録につき、販売または個人的な利用のための複製行為
を行ってはならない。

n. メディアおよびメディアからの問合せ
ビジネスパートナーは、カイアニまたはその製品についてのメディア
からの問合せ、または、そのインディペンデントカイアニビジネスに
関係するカイアニについてのメディアからの問合せに対し、回答を試
みてはならない。いずれかの点でカイアニに関係するメディアからの
問合せはすべて、ただちにカイアニのカスタマーサービスに連絡しな
ければならない。本規約は、社会における適切なイメージだけでなく、
正確かつ首尾一貫した情報が一般社会に提供されるように定められた
ものである。

o. ボーナス・バイイング
「ボーナス・バイイング」とは、（a）個人または法人がビジネスパート
ナー申請および契約を締結したことを知らずに、当該個人または法人
を支援すること、（b）ビジネスパートナーまたはカスタマーとして個
人または法人を不正に支援または登録すること、（c）ビジネスパート
ナーまたはカスタマーとして存在しない個人または法人（「ファント
ム」）を支援するか、支援を試みること、または、（d） ビジネスパート
ナーまたはカスタマーが当該クレジットカードの口座所有者ではない
場合に、ビジネスパートナーまたはカスタマーがクレジットカードを
使用することである。
ボーナス・バイイングは、本規約と規定の重大な違反となり、厳格か
つ完全に禁止される。

p. 事業法人
法人、パートナーシップ事業主、信託等（以下、「事業体」）は、資格取
得申請書と共に、事業体を証明する定借やパートナーシップ契約書、
信託証書、公的書面等をカイアニに提出し、ビジネスパートナー登録
の申し込みが出来る。もしオンラインで登録する場合は、先述の事業
体を証明する書面を、オンライン登録から30日以内にカイアニへ提出
する。同じスポンサーの元で事業体の形式が変わる場合（例：個人か
らパートナーシップ、企業から信託、またはこの逆）、登録変更の届け
出が必要となる。事業体の登録については、株主、パートナーや受託
者の署名が必要となる。カイアニビジネスに参画する事業体がカイア
ニに対し負債や責務を負う場合、その事業体の従業員や関係者個人も、
責任の対象となり、事業体系の変更を、ライン変更や登録個人の変更
に活用することは一切認められない。

q. カイアニビジネスの変更
各ビジネスパートナーは、自己の資格取得申請書および契約書に含ま
れる情報に変化が生じた場合、依頼書、正しい情報で適切に締結され
た資格取得申請書および契約書、ならびに適切な証拠書類を提出する
ことにより、カイアニに対しすべての変更をただちに通知しなければ
ならない。

r. ライン変更
ビジネスパートナー組織とカイアニビジネスの規律維持の観点から、
カイアニはライン変更を極力認めない。誠実な組織やラインの維持は、
全てのビジネスパートナーといかなるビジネス活動においても必須事
項であり、常に遵守されなければならない。従ってライン変更が承認
されることは非常に稀である。
ライン変更の申請は、必ず書面にてカスタマーサービス宛に提出する
必要がある。書面には、ライン変更を希望する理由の記載が必須とな
る。以下2点が考慮される。
1. 非倫理的、もしくは恣意的なスポンサリングによって登録に至っ

た場合、全てのダウンライン組織を維持したライン変更を申し出
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ることが出来る。このような非倫理的なリクルート活動によるリ
クエストは、慎重な調査を期する為、個別に対応する。

2. ライン変更を希望するビジネスパートナーは、そのライン変更に
よって影響を受ける全てのアップラインビジネスパートナーの同
意を得て、申請書にそれぞれの署名が必要となる。30日以内に同
意を得られない場合、ライン変更不可であると見なされ、ライン変
更は、登録から30日以内に認められなければならない。この期限
を過ぎて同意を得たとしても、その限りではない。変更を認めら
れた場合は、特に申請が無い限り、申請者と全ダウンラインビジネ
スパートナーのラインは維持される。ライン変更申請は、カイア
ニが申請を受領した時点から、審査とプロセスに掛かる期間とし
て30日を要する。なおライン変更申請書は、申請から10日間は未
提出可能な期間とする。最初の10日間は、ライン変更に合意する
スポンサーからカイアニのカスタマーサービスへのEメールによ
る連絡で受け付けるが、この期間を過ぎた後は、全て書面にて連絡
が必要となる。

s. 不正な製品説明および行為
1. 補償：ビジネスパートナーは、公式のカイアニ資料に明確には含

まれていないカイアニ製品およびグローバル報酬プランに関して
の口頭および書面での説明のすべてに対し、完全な責任を負う。
ビジネスパートナーは、ビジネスパートナーの不正な表明または
行為の結果としてカイアニが負担した判決、制裁金、返金、弁護費
用、裁判費用または失われたビジネスなどすべての責任につき、カ
イアニおよびカイアニの取締役、役員、従業員および代理人に補償
し、それらの者を免責することに同意する。本項の定めは、ビジネ
スパートナー契約の終了後も存続する。

2. 製品説明：販売の目的国に適用される公式なカイアニの印刷物に
含まれる内容以外には、カイアニが提供する製品の治療的、治癒
的または有益な特質に関するいかなる説明（個人の体験談を含む）
も、行ってはならない。特に、いかなるビジネスパートナーも、カ
イアニ製品がいずれかの病気の治癒、治療、診断、緩和または予防
に役立つという説明をしてはならない。そのような説明は、医療
または薬の説明として認められるものである。そのような説明は、
カイアニの規約に違反するだけでなく、危険となる可能性があり、
様々な国および地域の法に違反する可能性がある。

3. 収入についての説明：ビジネスパートナーのプロスペクトのみを
支援するのに熱心になり、一部のビジネスパートナーは、ネット
ワーク販売の特有の力を立証するために、収入に関して説明した
り、収益について話したりしたいという衝動にかられる。これは、
新規のビジネスパートナーの業績が他のビジネスパートナーの業
績ほど大きくない場合、または他のビジネスパートナーほど早く
目標に達しない場合、新規のビジネスパートナーの失望につなが
る場合があるので、逆効果である。カイアニにおける収入の可能
性は、他人の収益を示さなくても、非常に魅力的であるといえる
ほど大きいものであると当社は確信している。さらに、国および
現地の法で、ネットワーク販売に従事する個人が一定の条件で収
入の説明や体験談を話すことを制限または禁止している場合も多
い。ビジネスパートナーが他人にボーナス明細書を提示したり、
収益を教えたりするのが有効だと考える場合でも、法律による適
切な開示請求が収入の説明および収益の表示の時点で行われてい
ない場合、そのような方法は、説明を行うビジネスパートナーだけ
でなくカイアニに対しても悪影響を与え得る法的な重要性を有す
る。ビジネスパートナーは、収入の説明についての法的な条件を
順守するために必要なデータを有していないため、ビジネスパー

トナーは、プロスペクトにカイアニの営業活動またはグローバル
報酬プランを表示または説明する際に、収入の予測、収入の説明
または自己のカイアニの収入（ボーナス明細書、ボーナス明細書の
写し、銀行口座明細または納税記録の表示を含む）を開示してはな
らない。グローバル報酬プランの機能を説明するために用いられ、
単に数学的予測に基づく仮定的な収入例は、（1） プロスペクトに
対し、そこに記載される収益が仮定であるということを明確にし、 

（2） プロスペクトの各々に対し、カイアニの公式な収入開示文書
の最新版を提示する場合に限り、プロスペクトに対して使用する
ことができる。

4. 展示会、展覧会その他の販売フォーラム：ビジネスパートナーは、
展示会および専門的な展覧会においてカイアニ製品を展示または
販売することができる。カイアニの規約では、1イベントあたり
1つのカイアニビジネスのみを認めているため、ビジネスパート
ナーは、イベントプロモーターにデポジットを支払う前に、条件付
承認を求めるため、カイアニのカスタマーサービスに書面により
連絡しなければならない。最終的な承認は、イベントの公式広告、
ビジネスパートナーおよびイベント役員の双方が署名した契約書
の写し、およびデポジットがブース購入のために使用されたこと
を証明する領収書を最初に提出したビジネスパートナーに対して
与えられる。承認は、特定のイベントについてのみ有効である。
将来のイベント参加のための請求書は、カスタマーサービスに改
めて提出しなければならない。カイアニは、その価値あるブラン
ドを保存するため、カイアニ製品またはカイアニの営業活動のプ
ロモーションに適するフォーラムではないと判断するイベントへ
の参加承認を拒否する権利を留保する。不良品交換会、ガレージ
セール、フリーマーケットまたはファーマーズマーケットについ
ては、カイアニが望む業務上のイメージの向上につながらないた
め、参加承認は与えられない。

t. 利益相反
1. 勧誘の禁止：ビジネスパートナーは、希望する場合は、非カイアニ

製品に関係する他の直接販売またはネットワーク販売またはマル
チレベルマーケティング（総称的に「ネットワーク販売」）に参加
することができる。ただし、ビジネスパートナーは、他のネット
ワーク販売の機会に参加する場合、利益およびロイヤルティの相
反を回避するため、次の行為を含む不正な採用行為を行ってはな
らない。

i. 本契約の期間中に、直接にまたは第三者を通して、他のネットワー
ク販売会社のために、カスタマーまたはビジネスパートナーを採
用または支援するか、それを試みること。この行為には、カスタ
マーまたはビジネスパートナーに対する他のネットワーク販売会
社のプレゼンテーションまたはプレゼンテーションの補助、カス
タマーまたはビジネスパートナーに対する黙示的または明示的な
他の会社への参加の推奨を含むが、これに限定されるものではな
い。ビジネスパートナーが2つのネットワーク販売プログラムを
実行する場合に利益相反が生じる可能性が極めて高いため、プロ
スペクトを他のネットワーク会社のために採用または支援を行う
前に、そのプロスペクトがカスタマーまたはビジネスパートナー
であるかどうかをまず判断することは、ビジネスパートナーの責
任である。

ii. ビジネスパートナーでなくなった者は、ビジネスパートナー契約
の解約後6カ月間は、他のネットワーク販売プログラムのためにビ
ジネスパートナーまたはカスタマーを採用してはならない。

iii. 他のネットワーク販売会社のためのカスタマーまたはビジネス
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パートナーの採用を目的としてビジネスパートナーまたは第三者
が使用する、その会社の印刷物、テープまたはプロモーション資料
を生産または提供すること。

iv. 競合する非カイアニ製品をカスタマーまたはビジネスパートナー
に対し、販売、販売の提案または宣伝すること。一般的分類がカイ
アニ製品と同じである製品は、競合製品とみなす。例えば、すべて
の栄養補助食品は、その価格、品質、成分または栄養に関係なく、
カイアニの栄養補助食品と同一の一般的分類に属するという理由
で、競合製品となる。

v. カイアニではない製品、ビジネスプラン、機会またはインセンティ
ブと同時に、カイアニ製品を提供し、または、グローバル報酬プラ
ンを宣伝すること。

vi. カイアニのミーティング、セミナー、開業、大会その他のカイアニ
のイベントの開催中またはその直後に、カイアニではない製品、ビ
ジネスプラン、営業の機会またはインセンティブを提供すること。

2. ダウンライン活動報告書：ダウンライン活動報告書は、カイアニ
の公式ウェブサイトでビジネスパートナーによるアクセスおよび
閲覧が可能である。オンラインでのダウンライン活動報告書への
アクセスは、パスワードで保護されている。その中に含まれるす
べてのダウンライン活動報告書および情報は、秘密であり、カイア
ニに帰属する専有情報および会社の営業秘密を構成する。ダウン
ライン活動報告書は、ビジネスパートナーに極秘に提供され、彼ら
のカイアニビジネスが広がっていく際に各自のダウンライン組織
と共に働く時の助けとなることを唯一の目的としてビジネスパー
トナーに提供されるものである。ビジネスパートナーは、自己の
ダウンライン活動報告書を、自己のダウンラインビジネスパート
ナーの支援、意識向上および訓練のために使用する。ビジネスパー
トナーおよびカイアニは、秘密保持および不開示についての合意
がなければカイアニがビジネスパートナーにダウンライン活動報
告書を提供しないということに合意する。ビジネスパートナーは、
自分自身のため、または、他の個人、パートナーシップ、協会、会
社その他法人のために、次の行為を行わないものとする。

i. 直接的または間接的に、いずれかのダウンライン活動報告書に含
まれる情報を第三者に開示すること。

ii. 直接的または間接的に、自己のダウンライン活動報告書の自己の
パスワードその他ユーザーアクセスコードを開示すること。

iii. カイアニとの競争目的または自己のカイアニビジネスを宣伝する
以外の目的のために、情報を使用すること。

iv. カイアニとの自己のビジネス関係を変更するために、報告書に記
載されたビジネスパートナーまたはカスタマーを採用または勧誘
すること、または、いずれかの方法でビジネスパートナーまたはカ
スタマーに影響を与えるか、誘導しようと試みること。

v. ダウンライン活動報告書に含まれる情報を利用するか、その情報
をいずれかの個人、パートナーシップ、協会、会社その他法人に対
し開示すること。

当社からの請求がある場合、現役または元ビジネスパートナーは、
ダウンライン活動報告書の原本およびすべての写しを当社に返却
する。

u. 他のダイレクトセールス会社を標的とすること
カイアニは、カイアニ製品を販売するため、またはカイアニのビジネ
スパートナーになるために、他のダイレクトセールス会社の販売体系
を故意または意識的に標的にするビジネスパートナーを容認せず、さ
らにカイアニは、他のダイレクトセールス会社との契約条件に違反し、

その会社の販売体系に属するメンバーを勧誘または誘惑するビジネス
パートナーを容認しない。ビジネスパートナーがこのような行為に関
与する場合、他のダイレクトセールス会社により告訴される危険を負
うことになる。ビジネスパートナーが販売体系またはカスタマーの活
動に対する不適切な採用行為に関与したと申立てられたビジネスパー
トナーに対して訴訟、仲裁または調停が起こされた場合、カイアニは、
ビジネスパートナーの防御費用または弁護士報酬のいずれも支払わ
ず、カイアニは、判決、裁定または示談につき、ビジネスパートナーに
補償しない。

v. クロスリクルート
実際のクロスリクルート行為またはクロスリクルートの計画は、固く
禁止される。クロスリクルートとは、スポンサーシップの異なるライ
ンの範囲内でカイアニに登録された有効なカスタマーまたはビジネス
パートナー契約をカイアニと既に締結している個人または法人、また
は、過去12暦月以内に契約を締結した個人または法人を、勧誘、登録
または支援することをいう。本規約回避のために、配偶者または親族
の氏名、商号、データベース管理者、推定した氏名、会社、パートナー
シップ、信託、連邦政府ID番号または架空のID番号を利用すること
は、禁止される。他のビジネスパートナーを、自己の最初のマーケティ
ング組織の一部にするために勧誘する目的で、他のビジネスパート
ナーの品位または評判を落としてはならず、その名誉を毀損しないも
のとする。
クロスリクルートを発見した場合、ただちに当社に知らせなければな
らない。カイアニは、組織を変更したビジネスパートナー、またはク
ロスリクルートの奨励または参加を行ったビジネスパートナーに対
し、懲戒処分を取ることができる。当社が公正かつ実行可能であると
みなす場合、カイアニは、問題のあるビジネスパートナーの全員また
は一部を、その者の最初のダウンライン組織へ移動させることができ
る。ただし、カイアニは、クロスリクルートされたビジネスパートナー
のダウンライン組織を移動する義務を一切負わず、組織の最終的な処
分は、カイアニが単独の裁量権により行う。ビジネスパートナーは、
クロススポンサーされていたビジネスパートナーのダウンライン組織
の処理に起因または関連するカイアニに対するすべての請求および訴
訟原因を放棄する。

w. 誤りまたは質問
ビジネスパートナーが、報酬、ボーナス、ダウンライン活動報告書ま
たは請求に関して質問がある場合、またはそれらに関し誤りが生じた
と判断する場合、ビジネスパートナーは、その可能性のある誤りまた
は質問の対象となる事項の発生日後60日以内に、書面でカイアニに通
知しなければならない。カイアニは、60日以内に報告されなかった誤
り、不作為または問題に対しては責任を負わない。

x. 過剰在庫買入れの禁止
ビジネスパートナーは、製品または販売補助資料の在庫を保持する義
務を負わない。ただし、前記の在庫を有している場合、ビジネスパー
トナーは、カスタマー注文の履行を行ったり、新規のビジネスパート
ナーのニーズを満たしたりする際の応答時間を短くすることができ、
小売販売およびマーケティング組織の構築が容易になる可能性があ
る。各ビジネスパートナーは、本事項に関して自分自身の決定を行う。
ビジネスパートナーが販売できない過剰な在庫を負担しないようにす
るために、このような在庫は、ビジネスパートナーの解約時に、本契
約に定める条件に従いカイアニに返却することができる。
カイアニは、グローバル報酬プランにおける報酬、ボーナスまたは前
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払金の資格を得ることを目的として最初に不当な数量の製品を購入す
ることを固く禁止する。ビジネスパートナーは、自己が合理的にみて
1カ月間に再販または消費することができる数量以上の在庫を購入し
てはならず、他人にもそのような数量の在庫を購入することを勧めて
はならない。ビジネスパートナーは、10万円を上回る未完了の小売注
文が存在する場合、またはこのような購入が必要な理由をカイアニに
書面で提示した場合を除き、1カ月に10万円を超える製品を購入する
ことを禁じられる。

y. 政府の認可または保証
現地または国家の規制機関も、政府の当局も、ダイレクトセールスま
たはネットワーク販売会社またはプログラムを認可または保証してい
る訳ではない。よって、ビジネスパートナーは、カイアニまたはその
グローバル報酬プランが「認可」、「保証」その他政府機関または当局
による許可が得られたということを表明せず、暗示しないものとする。

z. 本人確認書
すべてのビジネスパートナーは、請求された場合、資格取得申請書お
よび契約書に記載されたか、それと一致する本人確認書、税または連
邦政府の識別番号を提供する必要がある。参加時に、当社はビジネス
パートナーに対し、ビジネスパートナーを特定する固有のビジネス
パートナー識別番号を提供する。この番号は、注文、報酬およびボー
ナスの追跡のために使用される。

aa. 所得税
毎年、カイアニは、関連する政府組織または機関に提出する法的義務
を負っている税および情報の申請書または申告書を提供する。各ビジ
ネスパートナーは、インディペンデントビジネスパートナーとして生
じた収入全額に課される税金を、すべて支払う責任を負う。

bb. 独立の契約者としての地位
ビジネスパートナーは、独立契約者である。カイアニとビジネスパー
トナー間の契約により、当社とビジネスパートナー間で、雇用主、従
業員の関係、代理店、パートナーシップまたは合弁会社を創設せず、
両者の関係は、フランチャイズの購入またはビジネス機会の購入を含
まない。ビジネスパートナーは、（明示的にも黙示的にも）当社に義務
を負わせる権限を有しない。各ビジネスパートナーは、ビジネスパー
トナーの契約上の義務および適用される法律により制限される場合を
除き、ビジネスパートナーの独立のビジネスを行う際の目標、労働時
間、販売方法その他の方法を自ら定めるものとする。
カイアニという名称およびカイアニが採用する他の名称は、カイアニ
専有の商号、商標およびサービスマークである。このように、これら
のマーク類は、カイアニにとって大きな価値を有し、ビジネスパート
ナー自身が明示的に権限を付与された方法においてのみ使用する目的
で、ビジネスパートナーに供給されるものである。当社が生産してい
ない物品上でカイアニの名称を使用することは、次の場合を除き、禁
止される。

氏名＋インディペンデントカイアニビジネスパートナー

すべてのビジネスパートナーは、自分自身の氏名に基づいて電話帳の
個人欄または広告欄に「インディペンデントカイアニビジネスパート
ナー」として記載することができる。ビジネスパートナーは、カイア
ニの名称またはロゴを使用して電話帳上の広告を行ってはならない。
ビジネスパートナーは、「カイアニ社」と名乗って電話に出てはならず、

電話の相手がカイアニの会社事務所に通じたと考えるような他の方法
で電話に出てはならない。

cc. 業務を担保する保険
カイアニは、あなたのインディペンデントビジネスの実施につき、保
険を提供しない。ビジネスパートナーは、適切であると判断する場合
は、自己のビジネスのために保険を準備することができる。

dd. 製造物責任のための保険
カイアニは、当社およびビジネスパートナーを製造物責任から保護す
るための保険に加入する。この手続きは「販売人登録」を通して行われ、
ビジネスパートナーは、当社の規約および適用される法令を順守して
カイアニ製品を販売している限り、この保険の適用を受ける。カイア
ニの製造物責任に関する規約は、製品販売時のビジネスパートナーの
違法行為またはビジネスパートナーのインディペンデントビジネス活
動に関係する他のリスク要素に起因して生じた請求または訴訟原因に
は適用されない。

ee. 国際的マーケティング
ビジネスパートナーは、カイアニが公式な会社印刷物で発表した、カ
イアニがビジネスを行うことが認められている国でのみ、カイアニ製
品を販売し、カスタマーを登録し、またはビジネスパートナーを支援
する権限を有する。カイアニが販売およびビジネスパートナー活動を
認めている国においては、ビジネスパートナーは、個別の国のための
特定のカイアニ規則に従うものとする。当該規則は国ごとに異なる可
能性があるため、ビジネスパートナーは、自己がビジネスを行う国お
よび地域に該当する規則を知る義務を負う。その国に特有な情報は、
本規約と規定に添付されるその国についての付録として、適宜提示す
る場合がある。

ff. 法令の順守
多くのコミュニティは、特定の在宅ビジネスを規制する法律を有する。
ほとんどの場合、それらの条例は、在宅ビジネスの本質上、ビジネス
パートナーには適用されない。ただし、それらの条例がビジネスパー
トナーに適用される場合、ビジネスパートナーは、それを順守しなけ
ればならない。政府職員または政府機関がビジネスパートナーに対し、
ある条例がビジネスパートナーに適用されると通知を行った場合、ビ
ジネスパートナーは、丁寧かつ協力的に応答するものとする。適切で
あると考えられる場合、ビジネスパートナーは、カイアニのコンプラ
イアンス部に法令の写しを送付することが望まれる。

gg. 未成年者
居住地域または居住国で未成年者とされる者は、ビジネスパートナー
になることができない。ビジネスパートナーは、カイアニのプログラ
ムにおいて未成年者を支援または採用しないものとする。

hh. 家族または関係者の行為
ビジネスパートナーの家族または関係者のいずれかが、活動を行った
場合に、本契約の条項の違反となる行為に関与しているときは、当該
行為は、ビジネスパートナーによる違反とみなされ、カイアニはビジ
ネスパートナーに対し、懲戒処分を与えることができる。同様に、い
かなる形であっても、会社、パートナーシップ、信託その他の法人と
関係を有する個人（総称的に「関係者」）が本契約に違反する場合、当
該行為は、法人による違反とみなされ、カイアニは法人に対し、懲戒
処分を取ることができる。
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ii. 包装の交換およびラベルの張り替えの禁止
ビジネスパートナーは、いかなる形であっても、カイアニの製品、情報、
資料またはプログラムの包装の交換、ラベルの張り替え、補充または
ラベルの変更を行ってはならない。カイアニ製品は、最初の容器での
み販売しなければならない。ラベルの張り替えまたは包装の交換は、
特に財産または個人に対する損害が発生した場合に、ビジネスパート
ナーに対する刑事責任または民事責任の原因となる場合がある。

jj.記録の請求
請求書、申請書、ダウンライン活動報告書その他の記録の写しをビジ
ネスパートナーが請求する場合、送料に相当する費用、および、ファ
イルを検索し、記録の写しを作成する時間に対する費用として、1通
の1ページにつき100円（税込）を請求する。

kk. カイアニビジネスの売却、移動または譲渡
カイアニビジネスは、私的に所有され、独立して営まれるビジネスで
あるが、カイアニビジネスの売却、移動または譲渡は、特定の制限の
対象となる。ビジネスパートナーが自己のカイアニビジネスを売却ま
たは譲渡することを希望する場合は、次の基準を満たさなければなら
ない。
1. カイアニビジネスがスポンサーシップの同じラインで引き続き機

能するように、スポンサーシップの既存ラインが、常に保護され続
けなければなければならない。

2. すべての取引につき、25,000円（税込）の事務手数料が発生する。
3. 売却、移動または譲渡が確定され、カイアニにより承認される前

に、売却するビジネスパートナーがカイアニに対して負う債務は、
完済されなければならない。

4. 売却するビジネスパートナーがカイアニビジネスを売却、移動ま
たは譲渡する資格を得るためには、財務状況が健全であり、本契約
の条件のいずれにも違反していない状態でなければならない。

カイアニは、すべての売買取引を承認または拒絶する単独の裁量権を
有する。

5. 購入および販売契約および新規のビジネスパートナー契約のすべ
てが締結された場合、当事者は、審査および承認のため、カイア
ニのカスタマーサービスに当該契約書の写しを提出しなければな
らない。カイアニは、買主および売主間の取引を分析するのに必
要な追加的な書類を請求する権利を留保する。カイアニのカスタ
マーサービスは、当事者からの必要書類のすべての受領後30日以
内に、その裁量で、売却、移動または譲渡を承認または却下する。

6. カイアニのビジネスパートナー権の内容を変更する申請者が法
人、パートナーシップ事業主、その他事業体の場合、その事業を証
明する定借やパートナーシップ契約書、信託証明、その他公的書面
等を事前にカイアニに提出しなければならない。

7. 登録者名変更手続きを、ライン変更の目的にライン変更手続きを
回避うることは一切認められない。

当事者がその取引のためのカイアニの承認を得られなかった場
合、当該譲渡は、カイアニの選択により無効とされる場合がある。
カイアニが譲渡を承認する場合、既存のカイアニビジネスを購入
した者は、売却したビジネスパートナーの義務および地位を承継
する。そのカイアニビジネスをすべて売却するビジネスパート
ナーは、販売後、最低12カ月間（完全な暦月を基にする）、ビジネ
スパートナーとして再び応募する資格を有しないものとする。カ
イアニビジネスの譲渡、販売によってラインやスポンサー系列に
変更は一切生じない。

ll. カイアニビジネスの分離
ビジネスパートナーは、夫と妻によるパートナーシップ、通常のパー
トナーシップ、会社または信託としてカイアニビジネスを行う場合が
ある。婚姻関係が離婚により終了する時、または、会社、パートナーシッ
プまたは信託（これらの3つの法人を本条では総称的に「法人」という）
が解散する時には、スポンサーシップのラインの上位または下位のビ
ジネスの利益および収入に不利益を与えないように、ビジネスの分離
または分割を確実に完了するための措置を講じる必要がある。分離を
行う当事者が他のビジネスパートナーおよび当社の最善の利益を提供
しない場合、カイアニは、ビジネスパートナー契約を一方的に解除す
る。
当事者は、離婚または法人の解散の手続き中に、業務の実施について
の次の方法のうちの1つを選択しなければならない。
1. 当事者のうちの1人が他方当事者の同意を得て、譲渡書面に従いカ

イアニビジネスを実施することができる。これにより、放棄する
配偶者、株主、パートナーまたは受託者は、カイアニが直接的・排
他的に他方の配偶者または放棄しない株主、パートナーまたは受
託者と共に取引を行うことを承認する。

2. 当事者が引き続き連帯してカイアニビジネスを行うことができ
る。この場合、当事者間で独自に合意した割合で報酬を分配でき
るように、カイアニが支払うすべての報酬は、ビジネスパートナー
の共同名義または法人名で支払われる。

3. 当事者が離婚または法人の解散の手続き中にビジネスの割当てに
ついて相互に合意できない場合、当社は、離婚または解散の申請前
に存在した状態を維持してビジネスを処理する。
いかなる状況であっても、離婚する夫婦または解散する会社のダ
ウンライン組織は、分割されない。同様に、いかなる状況であって
も、カイアニは、離婚する夫婦間または解散する会社の構成員間
で、報酬およびボーナスを分割しない。離婚または解散の手続き
の当事者が報酬の処理およびビジネスの所有権についての問題を
解決することができないときは、ビジネスパートナー契約は、当事
者の意思にかかわらず解約される。
元の配偶者または法人の元の関係会社が、自己の最初のカイアニ
ビジネスに対するすべての権利を完全に放棄した場合、本条に定
める待機期間の要件を満たす限り、放棄後は、自己が選択するスポ
ンサーにしたがって、スポンサーとなることができる。ただし、こ
の場合、元の配偶者または元のパートナーは、元の組織のビジネス
パートナーまたは元の小売客に対して一切権利を有しない。これ
らの者は、他の新規のビジネスパートナーがするのと同様に、全く
新しいビジネスを構築していく必要がある。

mm. 支援（スポンサー）
財務状況が健全である活発なビジネスパートナーは、他の者を支援し、
カイアニに登録する権利を有する。プロスペクト（カスタマー含む）
の各々は、自分自身のスポンサーを選択する最終的な権利を有する。
2人のビジネスパートナーが同一の新しいビジネスパートナーまたは
カスタマーのスポンサーであると主張する場合、当社は、調整として、
当社が受領した最初の資格取得申請書を尊重する。さらに、カイアニ
は、当社が公式に営業を開始していない国または地域での登録を否定
する権利を留保する。

nn. スタッキング
「スタッキング」とは、次の状態をいう。（a）資格取得申請書および契
約書を作成後72時間を超えても、送信しないこと、または保持してい
ること、 （b） カイアニのグローバル報酬プランに基づき報酬を最大限
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に増加させるため、資格取得申請書および契約書を登録または操作す
ること、または、（c） グローバル報酬プランに基づき報酬を最大限に
増加するために、新規のビジネスパートナーへ資金援助をすること。
スタッキングは、本規約と規定の重大な違反を構成し、厳格かつ完全
に禁止される。

oo. 承継
ビジネスパートナーである個人が死亡した場合、その相続人は、その
者のビジネスを承継することができる。譲渡を適切なものとするた
め、現地の法律に基づく適切な法律文書を当社に提出しなければなら
ない。このため、ビジネスパートナーは、現地の法律で必要とされる
遺言その他遺言に関わる証書の作成を補助してもらうため、弁護士に
相談するものとする。カイアニビジネスが現地の法律で必要とされる
遺言その他遺言に関わる手続きにより移動される場合は常に、次の資
格を満たすことを条件として、受益者は、死亡したビジネスパートナー
のマーケティング組織のボーナス及び報酬のすべてを回収する権利を
取得する。承継人は、次の行為を行わなければならない。
1. 新規のビジネスパートナー契約を締結する。
2. 本契約の条件および条項を順守する。
3. 死亡したビジネスパートナーの地位を維持するための資格のすべ

てを満たす。
本節に基づき移動したカイアニビジネスのボーナスおよび報酬は、単
一の支払いにまとめ、受遺者に対し支払われる。受遺者は、すべての
ボーナスおよび報酬を支払う「登録住所」をカイアニに提出しなけれ
ばならない。ビジネスが共同受遺者に遺贈される場合、それらの者は、
ビジネスパートナーを続けるための1つの法人とならなければならな
い。

pp. ビジネスパートナーの資格剥奪に伴う譲渡
能力不足を理由とするカイアニビジネスの譲渡を実行するために、承
継人はカイアニに対し、次の書類を提出しなければならない。（1）後
見人または受託者としての任命についての公正証書、（2）承継人がカ
イアニビジネスを運営する権利を確立する、現地の法律で求められる
裁判所命令その他の文書の公正証書、および（3）受託者が署名した不
備のない資格取得申請書。

4. ビジネスパートナーの責任
a. 住所または電話の変更
製品、補助資料の適時の配達を確保するため、カイアニの記録が最新
のものであることが、きわめて重要である。ビジネスパートナーは、
すべての住所および電話番号についての情報を最新のものにしておく
ことが求められる。ビジネスパートナーのバックオフィスで最新の情
報に更新するか、この代わりとして、カスタマーサービスに必要な修
正を送付することで最新の情報に更新する。注文品の適切な引渡しを
保証するため、すべての変更は、住所または電話番号の変更が実行さ
れる日の少なくとも2週間前に連絡されるものとする。

b. 継続的な訓練
カイアニの営業活動において成功するために、他のカイアニビジネス
パートナーを支援するビジネスパートナーは、自己のダウンラインが
そのカイアニビジネスを適切に行っていることを確保するため、誠実
な補助および職務訓練を実行する。ビジネスパートナーは、自己のダ
ウンライン組織のビジネスパートナーとの継続的な接触および連絡を

とるものとする。当該接触および連絡の例には、次のものを含むが、
これに限定されない。ニュースレター、連絡書、個人的な会談、電話
での接触、ボイスメール、電子メール、カイアニミーティング、研修そ
の他のイベントへのダウンラインのビジネスパートナーの付き添い。
アップラインのビジネスパートナーは、カイアニ製品の知識、効果的
な販売技術、グローバル報酬プラン、当社規約と規定の順守、ならび
に現地の法律の順守に関して、新規のビジネスパートナーの意識を高
め、訓練を行う。ビジネスパートナーは、ビジネスパートナーが、不
正製品またはビジネスの苦情の発生につながる行為をせず、違法また
は不適当な行為を促さないように、自己のダウンライン組織にいるビ
ジネスパートナーを監視しなければならない。すべてのビジネスパー
トナーは、請求があり次第、スポンサーとしての責任の継続的な履行
につき、文書にてその証拠をカイアニに提示する。

c. 継続的な販売責任
スポンサー活動のレベルにかかわらず、ビジネスパートナーは、新規
のカスタマーの創出および既存のカスタマーへの奉仕を通し、個人的
な販売を推進し続ける継続的な責任を感じることが望まれる。

d. 誹謗中傷の禁止
カイアニは、本業界で最高の製品、最高の報酬プランおよび最高のサー
ビスをビジネスパートナーに提供することを望んでいる。よって、建
設的な批判およびコメントを歓迎し、それらは書面によりカスタマー
サービスに提出されるものとする。人々に奉仕するため、当社は、人々
の意見を聞く義務がある。カイアニは建設的な情報を歓迎する一方、
ビジネスパートナーが現場で話す当社、その製品またはグローバル
報酬プランについての否定的なコメントおよび意見は、他のビジネス
パートナーの熱意を低下させる以外の効果はない。同様に、競争相手
を悪く言う「トラッシュトーキング」は、本業界に損害を与え、結果
的にカイアニを害する否定的な環境を作る。この理由から、また自己
のダウンラインにいる者に対する適切な手本を示すために、ビジネス
パートナーは、当社およびその製品または競争相手およびその製品を
誹謗中傷しないものとする。カイアニは、この点につき、ビジネスパー
トナーの個人的な行為がカイアニにとっては壊滅的および有害である
と判明した場合に、この者に対して訴訟を起こす権利を留保する。

e. 候補者への書類の提供
ビジネスパートナーは、ビジネスパートナーとなるように支援してい
る者がいる場合は、この候補者がビジネスパートナー契約に署名する
前に、本規約と規定（常にカイアニウェブサイトで入手可能）ならびに
グローバル報酬プランの最新版を提供するようにする。

f. 規約違反の報告
他のビジネスパートナーによる規約違反を見つけたビジネスパート
ナーは、この違反についての報告書を直接カイアニコンプライアンス
部宛に提出することが望まれる。違反日、違反回数、関与者などの違
反の詳細、補助的資料を報告書に含めるものとする。

5. 販売
a. 製品の販売
グローバル報酬プランは、末端消費者に対しカイアニ製品を販売する
ことに基礎を置いている。ビジネスパートナーは、より高いレベル達
成に対するボーナス、報酬および前払金の資格を得るためには、（本
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契約に定める他の責任を満たすことに加え）個人およびダウンライン
組織の販売の必要条件を達成しなければならない。

b. 価格制限または地域制限の禁止
ビジネスパートナーは、カイアニがカイアニビジネスの開始を公式に
認めた国におけるカイアニ製品の販売のみを行うことができる。

6. ボーナスおよび報酬
a. ボーナスおよび報酬の資格
ビジネスパートナーは、ボーナスおよび報酬の資格を得るためには、
活発な活動を行い、本契約を順守しなければならない。ビジネスパー
トナーが契約の条件を順守する限り、カイアニは、グローバル報酬プ
ランに従い当該ビジネスパートナーに報酬を払うものとする。カイア
ニが振込みを行う最低金額は、3,000円である。ビジネスパートナー
のボーナスおよび報酬が3,000円（支払手数料含まない）に満たない場
合、当社は、ボーナスおよび報酬が3,000円に達するまで、それらを
積み立てる。積立額が3,000円に達し次第、支払いが実行される。米
ドル以外の通貨のボーナスおよび報酬のための支払い規約は、当社が
適宜定める。毎月15日までに、ボーナスおよび報酬を計算し、支払い
手続きをする。

b. ボーナスおよび報酬の調整
ビジネスパートナーは、末端消費者に対する実際の製品の販売に基づ
き、ボーナスおよび報酬を受ける。製品が返金のためにカイアニに返
品されるか、当社が買い戻す場合、返品または買戻しされた部分に相
当するボーナスおよび報酬は、返金が実行された月に、返品された製
品の販売につきボーナスまたは報酬を受け取ったビジネスパートナー
の支払いから減額し、それ以降も報酬が回収されるまで同様の措置を
継続する。ビジネスパートナーが自己のビジネスパートナー契約を解
除し、返品された製品に関わるボーナスまたは報酬の総額を当社が完
全に回収していない場合、未払い額の残高は、解除したビジネスパー
トナーに支払われる金額から相殺することができる。

c. 請求のない報酬およびクレジット（ポイント）
アカウントにクレジット（ポイント）を保有しているカスタマーまた
はビジネスパートナーは、クレジット（ポイント）の発行日後6カ月以
内にそのクレジット（ポイント）を使用する。クレジット（ポイント）
が6カ月以内に使用されなかった場合、カイアニは、ビジネスパート
ナーまたはカスタマーにクレジット（ポイント）につき相談するため、
最後に把握した住所宛の書面により、月単位でビジネスパートナーま
たはカスタマーに通知することを試みるものとする。（日本は適用外）

d. ダウンライン活動報告書
個人およびグループの販売量（またはその一部）、ダウンラインスポン
サー活動その他の情報など、カイアニがオンラインで提供するすべて
の情報または電話によるダウンライン活動報告は、正確であり、かつ
信頼性が高いと認識される。そのような認識にかかわらず、人的な間
違いおよび機械的エラー、注文の正確性、完全性および適時性、クレ
ジットカードおよび電子的な小切手による支払いの却下、返品された
製品、クレジットカードおよび電子的な小切手のチャージバックなど、
様々な要因を理由として、カイアニまたは情報を作成または送信した
個人は、これらの情報を保証しない。

e. 保証
すべてのボリューム情報（グローバル報酬プランに定義する通り）は、
一切の明示的もしくは黙示的な保証または表明なしで、「現状有姿に
て」提供される。特に（ただし制限なく）、特定目的に対する製品性も
しくは適合性、または非侵害性につき、保証はなされない。
法が許容する最大の範囲で、カイアニまたは情報を作成または送信し
た個人は、（情報の不正確性、不完全性、不便さ、遅延または使用の停
止に起因して生じる可能性のある利益、ボーナスまたは報酬の消失、
機会の喪失および損害など）情報の使用またはアクセスから生じる直
接的、間接的、派生的、付随的、特別的または懲罰的損害につき、いか
なる場合も、これらの者がこれらの損害につき報告を受けていた場合
であっても、いかなるビジネスパートナーにも他のいかなる者に対し
ても、一切の責任を負わない。法が許容する最大の範囲で、カイアニ
または情報を作成または送信した個人は、本契約の主題またはそれに
関係する条件に関する不法行為、契約、過失、厳格責任、製造物責任そ
の他の理論によっても、あなたにもいかなる者に対しても、一切の責
任を負わず、一切の賠償責任を負わない。
カイアニのオンラインおよび電話による情報サービスへのアクセスお
よびその利用は、あなた自身のリスクに基づいて行う。すべての情報
は、あなたに「現状有姿にて」提供される。あなたが情報に満足でき
ない場合、あなたが取ることのできる唯一かつ排他的な救済手段は、
カイアニのオンラインおよび電話による情報サービスの利用およびア
クセスを中断することである。

7. 製品保証、
返品および在庫買戻し

a. カスタマーのための製品の満足保証
米国に居住する者：カイアニは、米国に居住するカスタマーが購入し
たすべての製品につき、30日間の100%返金の満足保証（送料負担を
除く）を提供する。カスタマーはカイアニに対し、すべての使用済み
または未使用の製品を返送しなければならない。カイアニの物流セン
ターは、製品受領後30日以内に、すべての返品および返金を処理する。
日本に居住する者：7（b）のビジネスパートナーによる在庫の返品に
準ずる。
ポテトパックを含む寄付を伴う製品はその性質上、返品返金対象外と
する。

b. ビジネスパートナーによる在庫の返品
カイアニは、ビジネスパートナー登録後の最初の20日間に購入した製
品につき、開封、未開封にかかわらず、100%の返金保証を行う。
最初の20日間の後、カイアニは、ビジネスパートナーがそれ以前の12
カ月間にカイアニから購入したビジネスパートナーの現在の未使用未
開封の在庫すべての部分をビジネスパートナーから買い戻す。買戻し
価格は、ビジネスパートナーが支払った製品価格の90％（カイアニに
製品を返送するために適用される送料および手数料を除く）とする。
本契約において、在庫とは、ビジネスパートナーがカイアニから購入
したすべての当社が製造した製品とする。本節の買戻し条項は、現在
販売できない在庫には適用しない。現在売買のできる在庫には、開封
防止シールが損傷または除去された製品、開封または一部使用された
製品、当社が製造を中止した製品、または季節製品もしくは宣伝用の
特別な製品は含まれない。ポテトパックを含む寄付を伴う製品はその
性質上、返品返金対象外とする。
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日本に居住する者：注文日後1年以内の購入品は、返品可能な購入品
と判断される（1年以内に返品願いを提出しなければならない）。

8. 紛争の解決および懲戒手続
a. 懲戒措置
本規約と規定（該当する場合）を含む本契約の違反、またはビジネス
パートナーによる違法、不正、詐欺的もしくは非倫理的なビジネス行
為は、カイアニの裁量により、次の是正措置のうち1つまたは複数の
措置を受ける場合がある。なお、当該是正措置は、必要に応じ、本契
約違反に対する損害賠償額の予定と判断されるが、本契約に基づくカ
イアニの他の権利の放棄とはならない。
1. 警告書または勧告書の発令
2. ビジネスパートナーの即時是正措置の要求
3. ボーナスおよび報酬の保留などの形式による罰金の徴収
4. 単数または複数のボーナスおよび報酬に対する権利の損失または

停止
5. カイアニは、本契約に違反する可能性のある行為をカイアニが調

査している期間、ビジネスパートナーのボーナスおよび報酬の全
部または一部のビジネスパートナーへの支払いを保留することが
できる。カイアニが、ビジネスパートナーの本契約違反または適
用される法令の違反を理由として本契約を解除することを選択し
た場合、ビジネスパートナーは、解除実行前の調査中に保留された
報酬または他の支払いを受ける権利を有しない。

6. ビジネスパートナーの製品購入および支払い受領の権利の停止
7. 契約の解除
8. 本契約の条項の範囲内で明示的に認められた他の措置、または部

分的または排他的にビジネスパートナーの作為または不作為に
よって生じた負傷について公平に解決するためにカイアニが現実
的かつ適切であるとみなす他の措置

9. 上に掲げた措置は、カイアニの権利を排除せず、カイアニが金銭上
または衡平法上の救済のために法的手続きを開始できないという
ことを意味せず、カイアニが本契約または適用される法律で認めら
れる他の措置を講じることができないということを意味しない。

b. 不満および苦情
ビジネスパートナーが各自のカイアニビジネスと関係する業務または
行為に関して、他のビジネスパートナーに不満または苦情を有する場
合は、他の当事者との個人的な話し合いを通して問題を解決する努力
を行うことが望まれる。この方法に効果がなく、良い結果が得られな
い場合、不満を持っているビジネスパートナーは、内容を検討し、場
合によっては相手方のアップラインスポンサーとの「仲介役」を通し
て解決のための努力をしてくれる可能性のある自己のスポンサーと本
問題を話し合うことが望まれる。未解決の紛争は、書面により当社の
カスタマーサービスに報告することができる。カスタマーサービスは、
適切な場合には、最終的な審査および判断のために紛争解決委員会の
補助を要請することができる。

c. 紛争解決委員会
紛争解決委員会（または「DRB」）は、カイアニ経営陣が選任した1名
以上の適格な人物で構成される。紛争解決委員会の構成は、いつでも
変更することができる。DRBの目的は、次のとおりである。
1. 申立てのあったビジネスパートナーの義務違反について当社が講

じた措置の不服申し立ての審査。

2. ビジネスパートナー間で起きた問題の審査。カスタマーサービス
が提示した回答または解決策が拒否されるか、問題が未解決のま
ま存続している場合、紛争解決委員会は、存続している問題点につ
き、証拠を検査し、審議を行い、回答することができる。
ビジネスパートナーは、次の日付から7営業日以内に電話または
対面の審査を求める請求書を提出することができる。（1）措置に
ついてのカイアニからの書面通知の日付、または（2）第8節（C.2）
に基づくビジネスパートナー間の紛争に関するカスタマーサービ
スによる決定書の日付。カイアニと紛争の解決を求めているビジ
ネスパートナーとの連絡は、すべて書面によらなければならない。
請求を審査の対象として受け入れるかどうかは、DRBの裁量で決
定する。DRBが問題を審査することに同意する場合、ビジネスパー
トナーの請求書の受領後30日以内に審査の日程を定めるものとす
る。ビジネスパートナーがDRBの審査を希望するすべての証拠（例
えば、文書、添付書類等）は、審査日の7営業日前までにカイアニ
に提出されなければならない。ビジネスパートナーは自己の出席
および審査に立ち会わせることを希望する証人の出席に関連する
費用のすべてを負担するものとする。DRBの決定は、最終的な決
定であり、追加的な当社の審査は実施しない。当社は、DRBの審
査の請求の継続中に、他方当事者もしくは紛争の全当事者または
カイアニに対する仲裁その他の救済手段を求めるビジネスパート
ナーの行為に強く反対する。

d. 仲裁
ビジネスパートナー契約では、本契約に起因または関連する論争もし
くは請求、または本契約の違反は、アイダホ州のアイダホフォールズ
で実施され、米国仲裁協会がその商事仲裁規則に基づいて運営する拘
束力のある仲裁により排他的に解決される、と明確に定められている。
仲裁人によってなされた仲裁判断に基づく判決は、その裁判管轄を有
するいずれの裁判所においても登録することができる。ビジネスパー
トナーがカイアニに対し請求または反対請求を提起する場合、この行
為は、個人的なものであり、他のビジネスパートナーと共に行わず、1
つの分類または統合した措置の一部として行わないということに同意
する。ビジネスパートナーは、審理を受ける権利、特に陪審審理を受
ける権利を放棄する。ビジネスパートナーは、本契約に定める仲裁管
轄地の対人管轄権に同意し、不便さなどを理由として仲裁または仲裁
場所に異議を述べる権利を放棄する。当事者は、米国連邦民事訴訟規
則に基づき認められるすべての証拠開示の権利を有する。米国連邦民
事訴訟規則の他のいかなる内容も、適用されない。仲裁人1名、弁護人
1名を構成員とし、それらの者は、企業法上の取引に専門知識を有し、
弁護士は、直接販売産業に弁護士知識のある者であり、米国仲裁協会
が提供する陪審員名簿から選択される。仲裁の各当事者は、弁護費用
および申請費用を含む自己の仲裁費用に責任を負う。仲裁人の判断は、
当事者を拘束する最終的な判断であり、必要に応じて、裁判管轄を有
するいずれかの裁判所における判決とすることができる。仲裁に関す
る本合意は、本契約の解除後または満了後も存続するものとする。
ビジネスパートナーについての本契約に定められた拘束力ある仲裁判
断の排他的性質にかかわらず、ビジネスパートナーは、カイアニが自
己のブランドおよび知的財産権の利益を保護することに強い関心を
持っているということを認める。そのため、本契約または本規約と規
定のいかなる定めも、仲裁申請その他の手続きの前、その最中もしく
はその後、または仲裁その他の手続きに関連する決定もしくは裁定の
言渡し前まで、カイアニの利益を保護および保全するための差押令状、
仮差止め命令、予備的差止命令、永続的差止命令その他利用できる他
の救済手段など、管轄権を有する裁判所による差し止めによる救済手
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段または衡平法上の救済手段を、カイアニが求めることを妨げるもの
とはみなされない。

9. 注文
a. カスタマー
ビジネスパートナーは小売客に対し、カイアニのカスタマープログラ
ムを宣伝することが望まれる。カスタマープログラムにより、小売客
はカイアニから直接的に自己の製品を購入することができる。カスタ
マーは、単純にカイアニに電話して注文を行うか、オンラインで注文
を行う（この場合、カスタマーのクレジットカードで支払いをするこ
とができる）。カイアニは、注文された製品を直接カスタマーに送付
する。ビジネスパートナーが適切な報酬を確実に受領できるように、
カスタマーは、ビジネスパートナーのID番号なしでは注文を行うこ
とができないようになっている。カイアニのプリファードカスタマー
プログラムは、カスタマープログラムより効果的な方法である。プリ
ファードカスタマープログラムに基づき、個人が、カイアニ製品の予
め選択されたパッケージを、毎月自動的に自宅に配送してもらうよう
に契約することができる。これは、買い物時の煩わしさをなくすだけ
でなく、カスタマーは、特典として割引されたプリファードカスタマー
価格で購入することができる。

b. カイアニ製品の購入
各ビジネスパートナーは、製品の購入と関連させてパーソナルセール
スボリュームのクレジット（ポイント）を取得するためには、カイアニ
から直接製品を購入しなければならない。（日本は適用外）

c. 一般的な注文の規約
無効または不正確な支払いを伴うメールによる注文があった場合、カ
イアニは、正確な支払いを受けられるように電話でビジネスパート
ナーに連絡するか、メールで連絡することを試みることができる。カ
イアニは、更に最高で5回まで注文の処理を試みることもできる。失
敗した注文は、処理されない。代金引換払いは、利用できない。カイ
アニは、最低注文条件を適用しない。製品および販売補助資料の注文
は、1つの注文にまとめることができる。

d. 発送および取り寄せ注文の規約
カイアニは、通常、注文を受けた日から7日以内に製品の発送を行う。
カイアニは、在庫のある注文品目をただちに発送する。在庫のない注
文品目は、取り寄せ注文となり、カイアニが追加的な在庫を受けた時
に発送する。請求書で製品の中止が連絡されていない限り、ビジネス
パートナーは、取り寄せ注文の品目の請求をうけ、パーソナルセール
スボリュームが増加する。製品が取り寄せ注文され、注文日から30
日以内の発送ができないことが見込まれる場合、カイアニはビジネス
パートナーおよびカスタマーに対し、通知を行う。発送予定日も提示
される。取り寄せ品目は、カスタマーまたはビジネスパートナーの請
求により取り消すことができる。カスタマーおよびビジネスパート
ナーは、取り消された取り寄せ注文につき、返金、アカウント上のク
レジット（ポイント）、または交換製品を請求することができる。返金
を請求する場合、ビジネスパートナーのパーソナルセールスボリュー
ムは、返金が実行された月に返金が実行された金額分、減少する。

e. 注文の確認
ビジネスパートナーまたは注文を受けた者は、受け取った製品と送り

状に記載のある製品が一致していること、および製品に毀損がないこ
とを確認しなければならない。発送上の不一致または毀損がある場合
に、製品を受け取ってから30日以内にカイアニに通知しないときは、
修正を請求するビジネスパートナーの権利が放棄される。

10. 支払いおよび配送
a. デポジット
カイアニは、ビジネスパートナーが、製品引渡し時以外に、個人的な
小売客に対する販売の代金を受領しないよう強く要請する（例えば、
将来の配送を見込んだ代金の受領など）。

b. 残高不足
毎月のオートシップの注文に相当する額の残高またはクレジット（ポ
イント）を自己のアカウントに保有することは、各ビジネスパートナー
の義務である。カイアニは、残高不足またはクレジット（ポイント）不
足によって取り消された注文について、ビジネスパートナーに連絡を
行わない。このことは、結果として、その者のパーソナルセールスボ
リュームがその月の条件を満たさないことにつながる可能性がある。
カイアニは、暦月の末日後は、オートシップの注文に対する調整を行
わない。例：ビジネスパートナーに月の25日に行われたオートシッ
プの注文があり、何らかの理由で、ビジネスパートナーのクレジット
カードが拒否された。この場合、その月のオートシップの注文を取得
するためには、ビジネスパートナーは、カイアニに連絡し、その月末
前に決済できるクレジットカードを提供する義務を有する。

c. 不渡り小切手
残高不足によりビジネスパートナーの銀行で不渡りとなったすべての
小切手（NSF小切手）は、支払いのために再提出される。2,500円の不
渡り小切手処理手数料が、ビジネスパートナーのアカウントに対し請
求される。カスタマーまたはビジネスパートナーから不渡り小切手の
受領があった後は、将来のすべての注文は、クレジットカード、現金
注文または送金小切手によって払われなければならない。NSF小切
手および不渡り小切手のためにビジネスパートナーがカイアニに対し
負っている未決済残高は、その後のボーナスおよび報酬から差し引か
れる。（日本は適用外）

d. 返却されたボーナスおよび報酬
ビジネスパートナーは、カイアニに報酬小切手のための正確な氏名お
よび住所を提供する責任を負う。氏名または住所の誤りなどあらゆる
理由によりカイアニに返却された小切手に対し、1,000円の処理手数
料を請求する。この手数料は、カイアニの記録上そのビジネスパート
ナーのボーナスおよび報酬と調整するか、クレジットカードに請求す
ることにより、支払われる。（日本は適用外）

e. 返送された荷物
間違った住所、引渡しの失敗、発送人への返送その他の理由でカイア
ニに返送された荷物を生じたビジネスパートナーには、カイアニへの
返送料およびカイアニからの送付料ならびに処理手数料を請求する。
この請求は、カイアニの記録上で、そのビジネスパートナーのボーナ
スおよび報酬と調整するか、クレジットカードに請求することにより、
支払われる。
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f. 第三者のクレジットカードの使用および
アカウントアクセスのチェックの制限

ビジネスパートナーの独立性を維持し、当社のグローバル報酬プラン
の健全性を維持するため、カイアニは、ビジネスパートナー間で債務
を生じるいかなる取決めも締結しないことが求められており、他の
ビジネスパートナーを登録または支援する目的、または他のビジネス
パートナーのために当社から物品を購入する目的で、ビジネスパート
ナーが、第3者のビジネスパートナーのクレジットカードを使用する
こと、ビジネスパートナーの当座預金での決済を認めることは明示的
に禁じられている。

g. 販売、使用および付加価値税
カイアニの営業活動の計画において、当社の指針の1つは、できるだ
け多くのビジネスパートナーの事務、活動および業務の負担をなくし
ていきたいということである。これが実現されれば、ビジネスパート
ナーは、自己の直接の収入（すなわち、製品販売および登録活動）に影
響を及ぼす活動に集中することができる。この目的のために、カイア
ニは、販売、使用、製品およびサービスならびに付加価値に関する税

（「消費税」）の集金および納付、消費税申告書の提出、ならびに消費税
に関する記録の保存についてのビジネスパートナーの負担を軽減した
いと考えている。しかしながら、ビジネスパートナーは、依然として、
ビジネスパートナーがビジネスを実施する法域に適用されるすべての
法令を順守する義務を負っている。消費税は、通常、時期を問わず対
象品の最終的な使用者が支払う義務を負う法定の税であり、カイアニ
は、ビジネスパートナーのために、または、ビジネスパートナーと共に、
適用される消費税を集金および納付することを模索しており、またカ
イアニが最終使用者への製品発送者である場合は、カイアニが、消費
税を源泉徴収して納付する適切な代理人とみなされる場合がある。こ
の点に関するカイアニの活動について質問がある場合、ビジネスパー
トナーは、カイアニカスタマーサービスに連絡するものとする。

11.  休止および解約
a. 解約の効果
ビジネスパートナーが活発な状態を維持し、本契約ならびに本規約と
規定の条件を順守する限り、カイアニは、グローバル報酬プランに従
いビジネスパートナーに報酬を支払うものとする。ビジネスパート
ナーのボーナスおよび報酬は、売上げに対する努力および売上げに関
するすべての行為（ダウンライン組織の構築を含む）に対する完全な対
価である。ビジネスパートナーの本契約の不更新、本条に記載される
非活動を理由とする解約、または本契約の違反、本規約と規定の違反
などの本契約の自発的もしくは非自発的な解約（これらの形態のすべ
てを総称的に「解約された」または「解約」という）が生じた後は、そ
の者が管理したマーケティング組織のいかなる部分、現在または将来
のカイアニの営業秘密その他の専有の情報もしくは知的財産権、また
はビジネスパートナーの解約後に組織が生み出した販売からの報酬ま
たはボーナスにつき、いかなる権利、権限、請求権または利益を有し
ない。自己の本契約が解約されたビジネスパートナーは、ビジネスパー
トナーとしてのすべての権利を失う。この権利には、カイアニ製品を
販売する権利、およびビジネスパートナーの元のダウンラインの販売
組織の販売その他の行為から生じる将来的な報酬、ボーナスその他の
収入を受け取る権利を含む。すべての疑念を取り除くため、ビジネス
パートナーは、元のダウンライン組織の財産権、営業秘密に対する権
利、知的財産権等、または、そのダウンラインに関する販売データも

しくは連絡先、または、ビジネスパートナーが解約しなかった場合に
そのダウンライン組織の販売その他の行為から生じたであろうボーナ
ス、報酬その他の収入など、その者に認められる可能性のあるすべて
の権利を放棄することに同意する。
ビジネスパートナーでなくなった者は、自己をカイアニビジネスパー
トナーと称しないものとする。解約したビジネスパートナーは、その
者が活動を行った最後の完全な支払い期間についての報酬およびボー
ナスのみを受領するものとする（非自発的な解約前の調査中に保留さ
れた金額を差し引いた金額が支払われる）。

b. 非自発的な解約
本契約（カイアニが自己の単独の裁量で行うすべての変更を含む）の
いずれかの条件についてのビジネスパートナーの違反は、その者のビ
ジネスパートナー契約の非自発的な解約を含む第8節（a）に記載され
る懲戒措置のいずれかの対象となる場合がある。解約は、配達証明書
付き郵便により、把握できる最後のビジネスパートナーの住所に宛て
た解約通知が配達された日、またはビジネスパートナーが実際に解約
通知を受領した日のいずれか先に起こった日に効力を生じる。
さらに、12カ月間製品購入がなく、年次更新料の支払いがない場合、
カイアニはビジネスパートナーのアカウントを取り消すことができ
る。

c. 自主的な解約
本ネットワーク販売プランの参加者は、理由にかかわらず、いつでも
解約する権利を有する。解約は、必要条件を満たし、ビジネスパート
ナー解約申請書に記入・署名し、この申請書を、郵送、スキャンした
書類の電子メールの送信またはファクスによりカイアニに返却して請
求する。ビジネスパートナー解約申請書の受領後、カイアニは、解約
の処理を行う。

d. 非更新
ビジネスパートナーは、その契約応当日に契約を更新しないことによ
り、自己のビジネスパートナー契約を自発的に解約することもできる。

e. 非活動のビジネスパートナーまたは
解約したビジネスパートナーの再登録に関する規約

自発的に解約するビジネスパートナーは、解約日から12カ月後に、新
規のビジネスパートナーとして再登録することができる。このビジ
ネスパートナーがカイアニに再登録する場合、新規のビジネスパート
ナーとして登録されるが、解約前にそのビジネスパートナーに基づい
ていたダウンラインは、この再登録の影響を受けないものとする。
カイアニは、12カ月間非活動で、自己の年次更新料を支払わなかった
ビジネスパートナーを、カイアニの裁量で解約することができる。ビ
ジネスパートナーのダウンラインは、この変更によって影響を受けず、
このビジネスパートナーとともに移動しないものとする。本規約にお
いての非活動なビジネスパートナーとは、連続する12カ月間に自己の
いかなるボリュームのある製品購入（自動年次更新を除く）も行わな
かったビジネスパートナーをいう。
本規約は、正当な事由のために当社が解約したビジネスパートナー契
約に基づくビジネスパートナーに適用しないものとする。このような
ビジネスパートナーは、当社に再登録される前に、カイアニ最高経営
責任者から承認を受けなければならない。
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12.  変更する権利
カイアニグローバル規模の報酬プラン
カイアニは、いつでも、理由の如何を問わず、ボーナス、リーダーシッ
プの地位、割合およびインセンティブ等を変更する権利を留保する。
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〒140-0001 東京都品川区北品川3-6-9 U biz 品川 6F
TEL：03-4588-9510（代）　ｗｗｗ.kyani.com

お問い合わせ

カイアニ消費者相談ダイヤル
ご登録を検討中の方、またはご家族のご相談向け

0120-987-226
営業時間　10:00〜17:00（土・日・祝日 休）

カイアニジャパン カスタマーサービス

03-4588-9520
営業時間　10:00〜17:00（土・日・祝日 休）


